
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

居宅介護支援事業所越中 

 

重要事項説明書 
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１．事業者 

（１）法人名       有限会社福祉の里 

（２）法人所在地     富山市下新町 16番 11 号 

（３）電話番号      ０７６－４８２－４２２１ 

（４）代表者氏名     牧 妙子 

（５）設立年月      平成１４年８月 

 

２．事業所概要 

（１）種類         居宅介護支援事業、介護予防支援事業 

（２）番号         居宅介護支援事業   富山県 1670102134 号 

             介護予防支援事業   富山県        号 

（３）指定年月日      居宅介護支援事業    平成１５年２月２８日 

介護予防支援事業  令和 ６年４月 １日 

（４）目的         介護保険法の理念に基づき、高齢者自身によるサービス選 

択を基本として公正中立を厳守し保険・医療・福祉サービ 

スの提供を総合的、効果的に果たし高齢者が自立した生活 

をおくれるように、介護相談、介護計画等の支援サービス 

を提供する。 

 

（５）名称        居宅介護支援事業所越中 

（６）所在地       富山市下新町 16番 11 号 

（７）電話番号      ０７６－４８２－４２２１ 

（８）管理者名      平野 翔 

（９）運営方針      ①被保険者が要介護状態等になった場合においても可能な 

限り在宅でその有する能力に応じ自立した日常生活を営 

むことが出来るように配慮いたします。 

②被保険者の介護認定にかかる申請に対して、利用者意思 

を尊重し必要な支援を行います。 

③被保険者の選択により、心身状況及びその置かれている 

環境に応じて、適切な保健医療サービス及び福祉サービ 

スがそれぞれの事業者等の連携を得て総合的かつ効果的 

に介護計画が提供されるように配慮いたします。 

④保険者から要介護認定の委託を受けた場合は公正中立を 

尊守し、正確で分かり易い調査を行います。 

⑤利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立 

ち、利用者に提供されるサービスが特定の種類、事業者 

に不当に偏ることのないよう公正におこないます。 

（10）開設年月      平成１５年３月１日 
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３．事業の実施地域      

（１）通常の事業の実施地域  富山市 

（２）営業日および営業時間    〇営 業 日：月～金曜日  

〇営業時間：午前 9時～午後 5時まで 

※（土曜・日曜・祝日・12月 29日～1月 3 日は休業） 

但し、緊急の場合は時間外でも相談業務を行います。 

   営業時間外は下記の電話にて３６５日２４時間、常時連絡可能な体制をとってい 

ます。 （緊急時連絡先） ０７６－４８２－４２２１ 

   

４．職員の配置状況 

当事業所では契約に対して、指定居宅介護支援(指定介護予防支援)サービスを提供する

職員と以下の職員を 

配置します。 

※職員体制は変動しますが、基準は遵守しております。 

（１）管理者          １名 

（２）主任介護支援専門員    １名（管理者兼務） 

（３）介護支援専門員      １名以上 

 

５．サービス内容 

（１）居宅サービス計画の作成 

①居宅サービス計画作成担当介護支援専門員選任 

介護支援専門員が利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族と面接して情報を収

集し、解決すべき課題を把握します。 

②利用者への情報提供 

居宅サービス計画開始にあたり利用者及び家族に対し当該地区における指定居

宅介護サービス事業者等に関するサービス内容、利用料等の情報を提供し利用

者またはその家族がサービスの選択が可能となるように支援します。 

③居宅サービス計画の原案作成 

利用者及びその家族の置かれている状況等を考慮して、提供されるサービスの

目標、その達成時期または達成を目指す期間、サービスを提供するうえでの留

意点を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。   

④利用者の同意   

居宅サービス計画の原案に盛り込まれた指定居宅サービス等について、保険給

付の対象か否かを区分し、その種類、内容、利用料等について利用者及びその

家族に説明し同意を得た上で決定するものとします。 
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（２）サービスの実施状況の継続的な把握 

居宅サービス計画作成後も利用者及びその家族、指定居宅サービス事業者との連

絡を継続的に行います。またサービス提供記録の閲覧のご希望にも弾力的に対応

させていただきます。 

（３）居宅サービスの変更 

利用者が居宅サービス計画(ケアプラン)の変更等を希望する場合、または事業者

が居宅サービス計画の変更が必要と判断したときは、双方の合意に基づき、居宅

サービス計画を変更します。 

（４）介護保険施設等への紹介 

居宅において日常生活が困難になったと認められる場合、または利用者が介護保

険施設へ入院、入所を希望する場合は介護保険施設等への紹介等の便宜の提供を

行います。 

６．サービス利用料金 

（１）居宅介護支援（介護予防支援）に関するサービス利用料金については、関係法令 

が定める基準によるものとし、当該指定サービスが法定代理受領サービスである 

ときは、自己負担はありません。ただし、保険料の滞納により法定代理受領がで 

きなくなった場合１ヶ月につき要支援・要介護度に応じて下記の金額をいただき 

当事業所からサービス提供証明書を発行いたします。このサービス提供証明書を 

後日保険者の窓口に提出しますと、全額払戻を受けられます。 

 

◎（居宅介護支援単位数）介護報酬公告額 × 地域加算 （1単位×10.21 円）  

 

【居宅介護支援費Ⅰ】 

居宅介護支援費（Ⅱ）を算定していない事業所 

 要介護１・２ 要介護３・４・５ 

居宅介護支援（ⅰ） 

取り扱い件数 45件未満 
1,086 単位 1,411 単位 

居宅介護支援（ⅱ） 

取り扱い件数 45件以上 60件件未満 
544 単位 704単位 

居宅介護支援（ⅲ） 

取り扱い件数 60件以上 
326 単位 422単位 
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【居宅介護支援費Ⅱ】 

指定居宅サービス事業者等との間で居宅サービス計画に係るデータを電子的に送受信する 

ためのシステムの活用及び事務職員の配置を行っている事業所 

 要介護１・２ 要介護３・４・５ 

居宅介護支援（ⅰ） 

取り扱い件数 50件未満 
1,086単位 1,411 単位 

居宅介護支援（ⅱ） 

取り扱い件数 50件以上 60件件未満 
527 単位 683単位 

居宅介護支援（ⅲ） 

取り扱い件数 60件以上 
316 単位 410単位 

 

【介護予防支援費】 

介護予防支援費（Ⅱ） 

指定居宅介護支援事業者のみ 
472単位 

 

【加算】 

初回加算 300 単位 

退院・退所加算（Ⅰ）イ 450 単位 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 600 単位 

退院・退所加算（Ⅱ）イ 600 単位 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ 750 単位 

退院・退所加算（Ⅲ） 900 単位 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 250 単位 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 200 単位 

特定事業所加算（Ⅰ） 519 単位 

特定事業所加算（Ⅱ） 421 単位 

特定事業所加算（Ⅲ） 323 単位 

特定事業所医療介護連携加算 125 単位 

ﾀｰﾐﾅﾙｹｱﾒﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算 400 単位 

緊急時等居宅ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ加算 200 単位 

通院時情報連携加算  50単位 

委託連携加算 300 単位 

中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算 5/100 単位 
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【減算】 

 

※算定要件を満たす際は加算・減算をさせていただきます。 

（適用要件は付属別紙参照） 

（２）通常の事業の実施地域以外の地区にお住まいの方で、当事業所のサービスを利用さ

れる場合は、交通費が必要となります。 

（３）お客様はいつでも契約を解約することができ、一切料金はかかりません。 

 

７．介護支援専門員の変更 

（１）事業者は必要に応じ、介護支援専門員を変更することができます。 

その場合には利用者に対してサービス利用上の不利益が生じないよう十分に配慮 

するものとします。 

（２）利用者は業務上不当と認められる事情、その他変更を希望する理由を明らかにし

て、事業所が任命した介護支援専門員の変更を申し出ることができます。 

 

８．虐待の防止について 

事業者は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うととも 

に、従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずるよう努めます。 

 

９．ハラスメント対策 

（１）事業者は職場におけるハラスメント防止に取り組み、職員が働きやすい環境づくり 

を目指します。  

（２）利用者が事業者の職員に対して行う、暴言・暴力・嫌がらせ・誹謗中傷等の迷惑行 

  為セクシャルハラスメントなどの行為を禁止します。 

 

10．質の高いマネジメントの提供 

ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、以下について利用者に説明を行 

います。 

業務継続計画未策定減算 
所定単位数の 100 分の 1に相当する単位数を減算 

※令和7年3月31日までの間は減算を適用しない。 

高齢者虐待防止措置未実施減算 所定単位数の 100 分の 1に相当する単位数を減算 

特定事業所集中減算 

正当な理由がなく、前 6ヶ月間に作成した居宅サ 

ービス計画に位置付けられた訪問介護サービス等 

の提供総数のうち、同一のサービス事業者によっ 

て提供された数が 80%を超えている場合 200 単位 

減算 
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（１）前６ヶ月間に作成したケアプランにおける訪問介護、通所介護、地域密着型通所 

介護福祉用具貸与の各サービスの割合 

（２）前６ヶ月間に作成したケアプランに位置付けた訪問介護、通所介護、地域密着型 

通所介護、福祉用具貸与の各サービスごとの提供回数のうち、同一事業所によっ 

て提供されたものの割合 

 

11．事故発生時 

利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合には速やかに市町村、利用者 

の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。また、利用者に対するサービ 

スの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行います。 

 

12．秘密保持及び個人情報の保護 

（１）業務上知り得たご利用者様等に関する個人情報等は、正当な理由なく第三者に漏 

   洩致しません。 

この守秘義務は契約終了後も同様です。                                     

（２）事業者は、利用者の有する問題や解決すべき課題等についてのサービス担当者会 

議において、情報を共有するために個人情報をサービス担当者会議で用いること 

を、本契約をもって同意とみなします。 

 （３）事業者は、利用者及びその家族に対する個人情報が含まれる記録物（磁気媒体情 

報及び伝送情報を含む）については、善良な管理者の注意をもって管理し、又処 

分する際にも、第三者への漏洩を防止するものとします。 

 

13．内容及び手続の説明及び同意  

事業者は、指定居宅介護支援（指定介護予防支援）の提供の開始に際し、あらかじめ 

利用者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要が生じた 

場合には、当該利用者に係る介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に 

伝えるよう求めます。 

 

14．主治の医師及び医療機関等との連携  

事業者は利用者の主治の医師又は関係医療機関との間において、利用者の疾患に対する 

対応を円滑に行うために、疾患に関する情報について必要に応じて連絡をとらせていた 

だきます。  

そのために、入院、受診時等には、当該事業所名および担当介護支援専門員の名称を伝 

えて頂きますようお願いいたします。（医療保険証、お薬手帳等に当該事業所の介護支 

援専門員の名刺を添付する等の対応をお願いします。） 

 

15．苦情等の受付について 

当事業所に対する苦情やお問い合わせは次の専用窓口で受け付けます。 
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〇受付相談窓口（担当者）  平野 翔 

〇苦情解決責任者（管理者）  平野 翔 

〇受付時間 :月曜日～金曜日 午前 9時～午後 5時 

  

その他にも次の相談窓口があります。 

〇富山市福祉保健部介護保険課       電話：076-443-2041 

〇国民健康保険団体連合会         電話：076-431-9833  

〇富山県福祉サービス運営適正化委員会   電話：076-432-3280 
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◇居宅介護支援事業（介護予防支援事業）の提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の

説明を行いました。 

  

 

 

令和  年  月  日 

 

居宅介護支援事業所越中    

  

   介護支援専門員                  

 

 

◇私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、居宅介護支援（介護予防支

援）サービスの提供開始に同意いたしました。 

 

令和  年  月  日 

 

      利用者住所  〒 

 

 

氏名 

 

 

代理人が同意の場合 

代理人住所 

 

 

代理人氏名  

 

 

（続柄） 
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（付属別紙） 

【加算】 

初回加算 

新規に居宅サービス計画を作成する場合 

要支援者が要介護認定を受けた場合に居宅サービス計画

を作成する場合  

介護状態が２区分以上変更の場合に居宅サービス計画を

作成する場合 

退院・退所加算（Ⅰ）イ  

病院職員等から必要な情報の提供をｶﾝﾌｧﾚﾝｽ以外の方法

により 1回受けた場合（入院又は入所期間中 1回を限

度） 

退院・退所加算（Ⅰ）ロ 
病院職員等から必要な情報の提供をｶﾝﾌｧﾚﾝｽにより 1回

受けた場合 （入院又は入所期間中 1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅱ）イ  

病院職員等から必要な情報の提供をｶﾝﾌｧﾚﾝｽ以外の方法

により 2回以上受け場合（入院又は入所期間中 1回を限

度） 

退院・退所加算（Ⅱ）ロ  

病院職員等から必要な情報の提供をｶﾝﾌｧﾚﾝｽ以外の方法

により 2回受けた（内 1回はｶﾝﾌｧﾚﾝｽによる）場合  

（入院又は入所期間中 1回を限度） 

退院・退所加算（Ⅲ） 

病院職員等から必要な情報の提供をｶﾝﾌｧﾚﾝｽ以外の方法

により 3回以上受けた（内 1回はｶﾝﾌｧﾚﾝｽによる）場合  

（入院又は入所期間中 1回を限度） 

入院時情報連携加算（Ⅰ） 

利用者が病院又は診療所に入院した日のうちに、当該病

院又は診療所の職員に対して当該利用者に係る必要な情

報を提供していること。 

※ 入院日以前の情報提供を含む。 

※ 営業時間終了後又は営業日以外の日に入院した場合

は、入院日の翌日を含む。 

入院時情報連携加算（Ⅱ） 

利用者が病院又は診療所に入院した日の翌日又は翌々日

に、当該病院又は診療所の職員に対して当該利用者に係

る必要な情報を提供していること。 

※ 営業時間終了後に入院した場合であって、入院日か

ら起算して３日目が営業日でない場合は、その翌日を含

む。 

特定事業所加算（Ⅰ） 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1)専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介

護支援専門員を 2名以上配置していること。 

(2)専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支

援専門員を 3名以上配置していること。 

(3)利用者に関する情報又はサービス提供に当たっての

留意事項に係る伝達等を目的とした会議を定期的に開催
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すること。 

(4)24時間連絡体制を確保し、かつ、必要に応じて利用

者等の相談に対応する体制を確保していること。 

(5)算定日が属する月の利用者の総数のうち、要介護状

態区分が要介護 3、要介護 4又は要介護 5 である者の占

める割合が 100分の 40以上であること。 

(6)介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施してい

ること。 

(7)地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介

された場合においても、当該支援が困難な事例に係る者

に指定居宅介護支援を提供していること。 

(8) 家族に対する介護等を日常的に行っている児童や、

障害者、生活困窮者、難病患者等、高齢者以外の対象者

への支援に関する知識等に関する事例検討会、研修等に

参加していること。 

(9)居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算の適用を

受けていないこと。 

(10)事業所において指定居宅介護支援の提供を受ける利

用者数が当該事業所の介護支援専門員 1人当たり 45名

未満（居宅介護支援費Ⅱを算定している場合は 50名未

満）であること。 

(11)介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジ

メントの基礎技術に関する実習」等に協力又は協力体制

を確保していること。 

(12)他の法人が運営する事業所と共同で事例検討会、研

修会等を実施していること。 

(13)必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援の

サービスが包括的に提供されるような居宅サービス計画

を作成していること。 

特定事業所加算（Ⅱ） 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1)上記加算（Ⅰ）の(2)(3)(4)、(6)～(13)の基準に適

合すること。 

(2)専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介

護支援専門員を 1名以上配置していること。 

特定事業所加算（Ⅲ） 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

(1)上記加算（Ⅰ）の(3)(4)、(6)～(13)の基準に適合す

ること。 

(2)専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の主任介

護支援専門員を 1名以上配置していること。 

(3)専ら指定居宅介護支援の提供に当たる常勤の介護支

援専門員を 2名以上配置していること。 
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特定事業所医療介護連携加算 

以下の要件をすべて満たす必要があります。 

前々年度の３月から前年度の２月までの間において、退

院・退所加算の算定に係る病院等との連携の回数（情報

の提供を受けた回数）の合計が 35回以上 

前々年度の３月から前年度の２月までの間において、タ

ーミナルケアマネジメント加算を 15回以上算定 

特定事業所加算（I）～（Ⅲ）のいずれかを算定してい

ること。 

ﾀｰﾐﾅﾙｹｱﾒﾈｼﾞﾒﾝﾄ加算 

在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの

方針に関する当該利用者又はその家族の意向を把握した

上で、その死亡日及び死亡日前 14日以内に２日以上、

当該利用者又はその家族の同意を得て、当該利用者の居

宅を訪問し、当該利用者の心身の状況等を記録し、主治

の医師及び居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス

事業者に提供した場合 

緊急時等居宅ｶﾝﾌｧﾚﾝｽ加算 

病院の求めにより、病院の医師又は看護師等と共に利用

者の居宅を訪問し、ｶﾝﾌｧﾚﾝｽを行い、必要に応じて、利

用者に必要な居宅サービスの利用に関する調整を行った

場合に算定する。１月に２回を限度として加算する。 

通院時情報連携加算 

利用者が病院又は診療所において医師又は歯科医師の診

察を受けるときに介護支援専門員が同席し、医師又は歯

科医師等に対して当該利用者の心身の状況や生活環境等

の当該利用者に係る必要な情報の提供を行うとともに、

医師又は歯科医師等から当該利用者に関する必要な情報

の提供を受けた上で、居宅サービス計画に記録した場合

に算定する。 

委託連携加算 

介護予防支援を居宅介護支援事業所に委託する際、利用

者に係る必要な情報を居宅介護支援事業所に提供し、居

宅介護支援事業所における介護予防サービス計画の作成

等に協力すること。 

委託にあたって、委託連携加算を勘案した委託費の設定

を行うこと。 

中山間地域等に居住する者へ

のサービス提供加算 

厚生労働大臣が定める地域（※）に居住する利用者に対

して、通常の事業の実施地域を越えてサービスを提供し

た場合 

※豪雪地帯（富山県該当） 
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【減算】 

業務継続計画未策定減算 
感染症若しくは災害のいずれか又は両方の業務継続計画

が策定されていない場合 

高齢者虐待防止措置未実施

減算 

 虐待の発生又はその再発を防止するための措置 

（虐待の発生又はその再発を防止するための委員会の開

催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めること）が

講じられていない場合 

特定事業所集中減算 

 正当な理由なく、居宅サービス計画が同一の事業所に 

よって、提供総数の占める割合が 80％を超えている場合 

（対象期間は 6ヶ月以内に作成した居宅サービス計画） 


